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論 文 内 容 要 旨

1.課 題

現在 の小農経営 は,機 械化 の進 展,兼 業 化の進 展,流 通過 程の変化,お よび零 細錯 圃

の もとで,個 別 自己完結的経 営が 困難 とな り,生 産過程 で の共同 ・協 力関係 の もとでの

「集団 営農 」に よ らなければ,農 業経 営は存立 ・維 持発 展困難 であ る。現在 の小 農経営 の

枠 を とりは らい経 営規模拡大 しスケールメ リッ トを発揮:させ る方 向での経 営 展開 には,

た とえ ば,「 借地型大規模経 営」や 「企業 的共 同経営 」が あ るが,農 村 の現状 か らみて

可能性 は うす い。 したが って,小 農経営を その ままに して共 同 ・協業化(経 営 内外の複

合化)す るこ とによ りスケール メ リッ トを発揮 させ る方 向での経 営 展開,す なわち 「集

団 営農 」が残 され た有効な方法 であ る と思 われ る。そのバ ックボー ンおよ び経 営の 目標

とす ると ころは専門化単 一化 か らの脱脚 と しての位 置付を もつ 「複 合化 」で あ って,個

別お よび地域 複合の 同時 並行的展開 が望 まれ る。 また,そ れは個 別の 自主性 が尊重 され

た集団 の確 立で なけれ ばな らない。

この複 合化 を軌道 にのせ るために必要 な条件 は機械 ・施設 利用 およ び土地 ・水 利用調

整 を め ぐる生 産 および調整 の組織 化 であ って,そ れ の現象形態 は 「営農集 団」で あ る。

本論 では,こ の営農 集団 とは システム的 にみて いかな るものであ るかを解明す るため

にORの 手法を 使 って接近す る。

2.方 法論 と分析対象

(1)施 設 の共 同利用,機 械 の共同利用,土 地 ・水 利用調整 の計画 管理 問題 にっ いて①

機械施設稼 働に関す る待 ち行 列 システムの シ ミュレーシ ョン分析,② 機械共 同利用 の作

業遅延 リスクを扱 った リスク ・プ ログ ラミング,お よび③ 農家 目標 の多様性(所 得額,

所得 安定 性,余 暇等)を 扱 った 目標計画法等 のOR手 法を適用 す る。

(2)分 析対象 と した営農 集団 は,集 団の運 営管理 主体,組 織構造 ・機能 の違い,集 団

設立 目的 の違 い等 によ り分類,代 表 的事 例を分析 す る。すな わち,中 核 的専 業農家 が担 い
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手集団の中にいる営農集団(東 北地域の例)か ら兼業農家の婦人労力だけからな る営農

集団(中 国近畿地域の例)ま でを対象 とす る。

a展 開

(1)籾 の乾燥調 製施設 の設計 ・管 理問題:共 同利用 施設 の ひとつ と して籾 の乾燥調製

施設 を と りあ げ る。 ラ ンダムお よび集中搬入 に対応 して どの よ うな処理能 力 ・規模,装

置の レイ アウ ト,施 設 配置 が有 効 であ るか をGPSSシ ステ ム ・シ ミュレータを使 って考

察す る。 と くに ∴個別農琴の 自立性 を尊重 して,い つで も,無 制 限に(量,水 分含 量,

品種),農 家単位 に処 理す る最 も施設 側 に と って運 営困難な場 合か ら,少 しつつ 利用農

家側の犠牲 を 強い る規制,た とえ ば.,品 種統 一,搬 入期 日等 の規制の施設稼 働へ の効 果

を検討 し,利 用農 家側,施 設 側共 に満足 の行 く設 計を求 め る。それ は籾 の荷 口の荷受過

程 にお け る待 ちを ゆ るす,い わゆ るバ ッファ機能 の発 揮で きるシステムであ って,た と

えば,カ ン トリー ・エ レベ ータと ドライ ・ス トアの併設 あ るいは ライス ・セ ンタ ーと ミ

ニ ・ライス ・セ ンター群 の組合 せ設置で あ った。

(2)機 械共 同利用 組織の計 画 ・管理問題:ト ラクタ ー ・コンバ イ ンの共 同利 用組織を,

作業 遅延 リスク問題 と して取 扱 う。す 獄わ ち,降 雨 によ る機械稼 働 の制約を確率 的に求

め,そ の作業遅 延 が(こ こで は代 か き作業 を扱 った),収 量 に及 ぼす影響を分散,共 分

散 の形 で と らえ,収 量の減 収 ウエイ トと した 計画 モデルを 作成 した(2次 計画法)。 品

種 の組合 せ,機 械 利用の組 合せ(集 団 相対,機 械 公社相対,個 別相対等)の 仕方 によ り,

かな りの気象 変動 で も大 きな損 失を まねか ない最 適組 織が存在 した。その際品種組 合せ

(早 ・晩 生)は .重要で あ った。

(3)土 地 ・水 利用調整組 織 と調整 管理 問題:集 団転作を と りあげ る。集落を べ 一スと

して土 地 ・水 利用 調整 をす る ことによ って多様 な目標を もつ個 別農家 を集団 として取 り

入れ る事 業(転 作)に 誘導 す る場合 の,集 団の 目標 の達 成の可能性 を検 討す る目標計画

モデルを作 成す る。す なわ ち,「 視界操 作」や 「妥協 」に対応 した計画 を,利 用権 の集

積,団 地化 等の程 度 に対 応 して動態 的に分析可能 なモ ジ ュール概念 を導 入 した モデルを

構築 した。 実際 の集団 転作を類 型化 して先の モデルに適用す るこ とを考 察 した。

(4)経 営の複 合化=個 別 お よび集 団によ る協業化 お よび,畜 産 と耕 種間 とい った経 営
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間の複 合化を 目的 と した計画問題 を いずれ の計画 モデ ルにも導入 す る。地域 複合,協 業

的複合化 を導入 し,核 とな る集団を 農 地流動化 を はか ることに よ り,..農協等 の主導 で養

成す るな らば,オ ール兼業 ・零 細錯 圃の農村 にあ って も経 営的存立 ・維持 発 展の可能 で

あ ることを モデル的に 確認 した。

4結 論

OR手 法 によ る主 と して システム論 的な考察 か らい って集団 営農方 式 は,悪 化 して い

るわが国 の農 業経営を たて なおす 原動力 とな りうること,そ の 際,農 協 ・自治体 の主 導

的役割の大 きい ことを証 明 した 。

また,OR手 法 は きわ めて 具体的,精 緻 に,数 量的 に システ ムのあ るべ き方向,手 順

を示す有効 な分析 ツールで あ ることも確認 で きた 。
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審 査 結 果 の 要 旨

日本農業のおかれた今日の厳 しい環境に対して分散錯圃制下の零細個別経営では,も はやそれ

に対応出来ぬことは明 らかであ り,こ こに何 らかの規模拡大によるスケール ・メリットの追求が

必要とな る。規模拡大の方策の一つとして 「集団営農方式」なる形態が近年登場 したが,こ れは

借地による専業農家の個別的規模拡大と異なり,専 業農家を中核に兼業農家まで含めた地域の農

業の組織化による規模拡大方策である。 この際,当 然大型機械や大型施設の共同利用や土地,水

利用の調整,農 家階層間の差異による多様な生活経営 目標の導入,調 整等きわめて複雑な組織体

が形成されることになり,科 学的な計画管理が必須 となる。 このような計画管理問題を解 く有力

な武器 として近年登場 したのが,OR手 法を中心としたシステム論的解析方法である。

そ もそもORと は,OperationsReseachの 略で第2次 大戦中,主 としてアメ リカの戦略 目

的遂行の必要上考案 された諸々の数学的手法であるが,戦 後企業の生産,販 売計画に適用され,

近年とくに,電 算機の発達 とともに長足の進歩を遂げたものである。

本論文は,「 集団営農方式」の計画管理にOR的 手法を適用 しようとした もので,主 としてつ

ぎの3分 野にわたっている。

(1)大 型籾乾燥調整施設(ラ イス・センター)共 同利用に際 しての 「待ち行列」的手法。

個別経営か らライスセンターに籾が搬入される時間はランダムであ り,一 方,ラ イスセンター

の籾処理時間(サ ービス時間)も まちまちであるか ら,丁 度銀行の窓口に顧客が殺到 して行列を

作るに似た現象がおこる。そのため,時 間のロスを生 じ農作業のお くれ,施 設の移動能力の低下

がおこる。 この問題を解決するために,籾 搬入,籾 処理にそれぞれある確率変数(例 えばボアソ

ン分布,指 数分布等)を 仮定 し,乱 数を投入することにより,実 験的に最 も能率的な施設設計を

行なおうとするのがモンテカル ロ,シ ュミレーションと呼ばれ る手法である。

② 集団営農設計への リスク ・プログラミングの適用

経営諸資源(土 地,労 働力,機 械等)の 制約下に,経 営の純収益を最大にするOR的 手法とし

て,線 型計画法があるが,天 候不良による作業遅延,そ の結果おこる収量の変動,価 格変動等を

考慮 した収益の不安定性(リ スク)を 最少限に止めて,収 益の安定性を図る計画法として リスク

・プログラミング(非 線型計画)が 開発され,・これを集団営農設計へ導入稲の早中晩生の組合わ

せ,野 菜,家 畜等を取入れた複合経営設計を行った。

(3)集 団転作の計画モデル設計

②を基礎として集団転作による地域内土地,水 の利用調整,機 械,施 設の共同利用システム,

地域複合の計画モデルを設計 した。

以上のようなOR的 手法の農業への適用はすでに種々試み られてはいるが,著 者のように系統

的,包 括的に実際農業面へ適用 した例はなく,本 論文は今後の農業経営の研究および政策立案面

に新 しい方向を与えるものとして高く評価でき,農 学博士の学位を授与するに値すると判断した。
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